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〔論　文〕
「人を育てる－地域と社会が支えるとは」1
兒 嶋 俊 郎
（長岡大学教授）　
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　ニートに関しては必ずしも明確な定義はない。もともとはイギリスのブレア政権が青少年の育成政策を展開す















全　体 15−64才 15－24才 25−34才 35−44才 45−54才 55−64才
1990 2.1 2 .2 4.3 2.4 1 .5 1 .2 2 .7
1995 3.2 3 .3 6.1 3.8 2 .2 1 .9 3 .7
1997 3.4 3 .5 6.7 4.2 2 .3 2 .1 4 .0
1998 4.1 4 .3 7.7 4.9 3 .0 2 .5 5 .0
1999 4.7 4 .9 9.1 5.5 3 .3 3 .1 5 .4
2000 4.7 4 .9 9.1 5.6 3 .2 3 .3 5 .5
2001 5.0 5 .2 9.6 6.0 3 .6 3 .4 5 .7
2002 5.4 5 .6 9.9 6.4 4 .1 4 .0 5 .9
2003 5.3 5 .5 10.1 6.3 4 .1 3 .7 5 .6
2004 4.7 4 .9 9.5 5.7 3 .9 3 .4 4 .5
2005 4.4 4 .6 8.7 5.6 3 .8 3 .0 4 .1
2006 4.1 4 .3 8.0 5.2 3 .4 2 .9 3 .9
2007 3.9 4 .0 7.7 4.9 3 .4 2 .8 3 .4
2008 4.0 4 .2 7.2 5.2 3 .4 2 .9 3 .6
2009 5.1 5 .3 9.1 6.4 4 .6 3 .9 4 .7
（出典：総務省統計局HP http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.htm）
3   本学では宮本みち子・小杉礼子氏を招いてシンポジウムを開催している。その内容に関しては長岡大学『生涯学習研究年
報』第２号（2008年３月）の「特集　『キャリア教育』と若者の就業支援−未来をどう切り開くか」にまとめられている
ので参照されたい。
























雇用者総数 43,063 53,224 10,161
正 社 員 34,565（80.3％） 34,324（64.5％） △241
非 正 社 員 8,498（19.7％） 18,900（35.5％） 10,402














5   例えば玄田有史は『ジョブクリエイション』（東大出版会、2004年）の「第４章　結局、若者の仕事がなくなった」において、
若者の雇用の喪失状況を実証するとともに、若者の勤労意欲がかつての世代と比較して取り立て大きく低下した事実はな
いことを示した。
6   いうまでもなく総ての経営者、商店主の方々がそうだと言っているわけではない。筆者の経験と若干の調査結果の範囲で
のことである。
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図表４　非正社員の増加（単位 : 千人）
1987年 2007年 増減率（％）
パート 4,677 8,855 189.3
アルバイト 1,886 4,080 216.3
派　遣 87 1,608 1848.3
契　約 ---- 2,255 ----
嘱　託 1,118 1,059 94.5




















7   総務省統計局「労働力調査」（2006年）による。
8   今日の職場が派遣や成果主義のもとでいかに深刻な事態に陥っているのか、荒井千暁『職場はなぜ荒れるのか−産業医が
見た人間関係の病理』（ちくま新書、2007年）が豊富な事例を紹介している。。














































































1995 1998 2000 2002 2004
一世帯当平均所得（万円） 659.6 655.2 616.9 589.3 580.4
対前年比（％） △0.7 △0.4 △1.5 △2.1 0.1
高齢者世帯（万円） 316.9 335.5 319.5 304.6 296.1
児童のいる世帯（万円） 737.2 747.4 725.8 702.7 714.9
（出典　『検証　日本の貧困と格差拡大』P14の図１ー１より）
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いるといえよう。三か所いずれのサポステにおいても、来訪者の多くが人間関係を取り結ぶ上で困難を抱えている
場合が多く、まずその点を乗り越えるプロセスが必要とされている。
　各サポステではこのような対象者を相手に、まず相談・カウンセリング活動を実施し、その上で様々に工夫を凝
らしつつ、人間的な信頼関係を取り結ぶための活動を実施している。三条のサポステでは地域のボランティア活動
への参加やコンサートの実施。あるいは体を動かすための運動なども実施している（村上も同様）。
　サポステに通う若者たちは日頃通勤あるいは通学し、様々な課題に取り組むという習慣がないため、体力がかな
り落ちているケースがあるという。また人と接触する機会が少なくなるため、身だしなみや服装に気を使わないケ
ースもあるようである。
　まずは毎日サポステに定期的に通い、話をし、何らかの活動をしながら体力を回復しつつ、人との関係を回復し
ていく、といったプロセスを各サポステは取っているようである。また身だしなみという点にもかかわると思われ
るが、村上のサポステは女性向けの化粧講座を開催したりしているという。
　また三条のサポステは、サポステが入っている三条市勤労市民ホーム「ソレイユ」内にある喫茶コーナーに来訪
者をアルバイト的に雇い、自立へ向けた訓練の一環として活用していた。これなどは自立に向けた職場と学校をつ
なぐ中間的な訓練の場といえるだろう。
　全国へのアンケート調査の結果を見ても、実施している活動では、個別の相談活動（77.8％）、コミュニケーショ
ンを高める活動（68.9％）、メンタル面に重点を置いたケア（64.4％）、模擬的な職場体験など（62.2％）などとなっ
ている。
　今後伸ばしたい活動については、コミュニケーションを高める活動（44.4％）、模擬的な職場体験など（44.4％）
となっており、より仕事に近いところに重点を置きたい傾向がみられる。これはサポステが最終的には若者を就職
させるというところに目標をおく事業であるためもあると考えられる。
　そして活動の中で強く感じることとして、「もっと早くからサポートが必要な人が多い」と「メンタル面で問題
を抱えた人がとても多い」の二項目が71.1％で断トツに高い支持を得たのである。
　その背景には自立できなくなった理由としてアンケートで指摘されている項目が、「本人の学習障害など心理的・
精神的課題」（80.0％）と「学校時代のいじめ体験」（60.0％）がこれまた断トツで高いことがある。
　この結果はヒアリングの結果とも一致する。若者の自立困難の背景には様々な要因があるものの、学校でのいじ
めやメンタル面での課題があることは間違いない。同時にこのような問題は、学校教育段階での対応によって、本
来はもっと早く対応しこのような事態を回避できたかもしれない性格のものである。
　もっともそのためにはより少人数で先生の目がいきとどく教室。カウンセラーなどの配置。親を交えた相談体制
や、親に対する啓発教育活動の充実。といったことが必要になろう。またいじめ対策というものを、若者の自立を
促し、長期的にスムーズな社会と江剛・市民としての成熟を促す政策の一環に位置付けてもいいかもしれない。い
ずれにせよ、学校と専門家、地域、諸団体はより密接に連携することが望まれる。
まとめ
　日本でもフリータ ・ーニート問題の深刻化、ロスジェネ世代への注目などから、若者の育成の見直しが進んできた。
なかでも「若者自立・挑戦プラン」はフリーター・ニートに代表される自立できない若者の問題が、日本社会が抱
える構造的問題の結果であるという認識に立った点で、従来にない画期的なものであった。しかしこのプランに基
づいて展開された政策は、従来の教育・施策との関連、見直しが十分に行われた上で実施されているか不明瞭な部
分も大きい。
　ことに文部科学省が展開しつつあるキャリア教育は、基本的には社会との連携の下、職業を意識させるような教
育の展開を目指しているが、従来の教育課程との関連や、養うべき能力の明確化など、多くの課題を残しながら展
開されているように思われる。
　さらに若者の社会統合という観点は日本では極めて不明瞭であり、そのことはシティズンシップ政策の欠如に明
瞭にあらわれている。しかしⅡでもふれたように雇用環境の悪化は、現実に社会の担い手を脅かしており、その中
で次世代の若者の自立もままならないとした時、日本の将来をだれがどのような形で担うのであろうか。最後のⅢ
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の（６）の調査結果が示しているとおり、日本の若い世代は成長するために通っているはずの学校段階で深刻な問
題を抱え、それが原因となって自立困難に陥っているケースが少なくないと考えられる。学校が本来の役割をスム
ーズに果たせるように、従来とは考え方を変えて、取り組む必要があるように思われる。
　また、若者の将来の自立ということを企業への就職ということだけに限定して考えていいのかということもある。
欧米諸国では、民主的社会の担い手の育成と、そのための精神的・職業的自立を促すという明確な目標を持っている。
そして若者を一人前の市民として自立させ社会の一員に迎えることは各国政府の責任であると明確にしているので
ある（だからこそEUは各国政府に若者自立に関する指針を義務化し協定を締結させたりするのである）。
　残念ながらわが国では問題が社会的課題だと認識されるところにたどりついたところであり、とりあえず就職さ
せよう、ということにとどまっているといえよう。しかし民主的な社会の担い手として、健全な市民意識・社会参
加意識を持った職業人が育成されなければ、極めて利己的な集団からなる社会に陥りかねない。一般的に民主化は
社会的中産層の拡大によってもたらされるといわれるが、もしそうだとすれば今の日本には逆のベクトルが働いて
いる。日本社会の貧困化と雇用の質の劣化の中で、中産階級は減少し日本の民主主義を支える社会的基盤が弱体化
している。フリーター・ニートの問題はそのような過程の一部とも理解できよう。
　サポートステーションの活動が明らかにした様々な問題点は、私たち一人一人に複雑で困難な課題を投げかけて
いるように思われる。
